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平成２０年４月１８日 

国家公務員退職手当の支給の在り方等に関する検討会 



資料１

（第１回配付資料６）国家公務員の退職手当制度の概要 

 

１ 退職手当の基本算定構造（根拠法：国家公務員退職手当法） 

退職手当＝基本額（退職日の俸給月額×退職理由別・勤続年数別支給率）＋調整額

 

２  支給率（例）（平成18年4月1日～） 

  勤続年数 自己都合 定年・勧奨 整理退職 

１年 

５年 

  １０年 

  １５年 

  １９年 

  ２０年 

  ２４年 

  ２５年 

  ３０年 

  ３５年 

  ４５年 

 ０．６ 

    ３．０ 

    ６．０ 

１２．４ 

   １９．７１ 

２３．５ 

３１．５ 

   ３３．５ 

   ４１．５ 

４７．５ 

５９．２８ 

１．０ 

５．０ 

   １０．０ 

   １９．３７５ 

   ２７．３７５ 

   ３０．５５ 

   ３８．８７ 

   ４１．３４ 

 ５０．７ 

   ５９．２８ 

   ５９．２８ 

１．５ 

７．５ 

１５．０ 

２３．２５ 

２９．８５ 

３２．７６ 

３９．６２４ 

４１．３４ 

５０．７ 

５９．２８ 

５９．２８ 

（注） 最高支給率は５９．２８となっている。 

 

３ 基本額に係る特例 
 

① 定年前早期退職特例措置（国家公務員の定年制の施行に伴い昭和60年に創設） 

 
定年前１０年以内に勤続２５年以上の職員が勧奨等により退職した場合、定年

前の残年数１年につき退職日の俸給月額を２％（最大２０％）割増して基本額を

算定。 

ただし、事務次官・外局長官クラス（一般職給与法指定職俸給表６号俸相当

額）以上の者は割増不適用、局長クラス（一般職給与法指定職俸給表４号俸相当

額）以上の者は割増率１％となっている。 
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② 俸給月額が減額されたことがある場合の特例 

 

基礎在職期間中に、俸給月額の減額改定以外の理由（降格、俸給表間異動等）に

よりその者の俸給月額が減額されたことがある場合において、特定減額前俸給月額

（当該理由による減額がなかったものとした場合の俸給月額のうち最も多いもの）

が退職日俸給月額よりも多いときは、以下の退職手当の基本額の計算方法の特例を

適用。 

  

 

 

 

 

＜計算方法の特例＞ 

 退職手当の基本額 

＝ 特定減額前俸給月額×減額日前日までの勤続期間に応じた支給率＋退職日俸給月額× 

（退職日までの勤続期間に応じた支給率－減額日前日までの勤続期間に応じた支給率） 

（注１） 基礎在職期間は、退職手当の支給の基礎とすべき採用から退職までの期間を示す。 

（注２） 定年前早期退職者特例措置の対象者は、「特定減額前俸給月額」と「退職日俸給月額」の

両方が割増の対象となる。 

 

４ 退職手当の調整額 

 

  基礎在職期間の初日の属する月から末日の属する月までの各月ごとに、当該各月

にその者が属していた職員の区分（第１号区分～第11号区分）に応じて定める額

（以下「調整月額」という。）のうち、その額が多いものから60月分の調整月額を

合計した額。 

 

職員の区分と調整月額 
 
区
分対応する職員 調整月額  （年額）

区
分対応する職員 

調 整 月

額 
（年額）

１ 
指定職（６号俸以上） 

これに相当する職員 

79,200

円 

95万

円 
６

行（一）７級 

これに相当する職員 

41,700

円 

50万

円 

２ 
指定職（５号俸以下） 

これに相当する職員 

62,500

円 

75万

円 
７

行（一）６級 

これに相当する職員 

33,350

円 

40万

円 

３ 
行（一）10級 

これに相当する職員 

54,150

円 

65万

円 
８

行（一）５級 

これに相当する職員 

25,000

円 

30万

円 

４ 
行（一）９級 

これに相当する職員 

50,000

円 

60万

円 
９

行（一）４級 

これに相当する職員 

20,850

円 

25万

円 

５ 
行（一）８級 

これに相当する職員 

45,850

円 

55万

円 
10

行（一）３級 

これに相当する職員 

16,700

円 

20万

円 

    11 その他の職員 
     0

円 
 

（注1）第10号区分の調整月額の勘案は、勤続25年以上退職者の場合に限る。 

（注2）勤続9年以下の自己都合退職者等は調整額が支給されない。また、勤続4年以下の退職者（自

己都合退職者以外）及び勤続10年以上24年以下の自己都合退職者は調整額が半額になる。 

（注3）一定の特別職幹部職員等の調整額は基本額の6/100となる。 
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　　　国家公務員退職手当法が適用される国家公務員

一 般 職 員

非 現 業 職 員 ( 約 300,000 人 ) 【45.0％】

（ 約 302,000 人 ） 検 察 官

( 約 2,000 人 ) 【0.3％】

一 般 職 国 営 企 業 ( 林 野 ) 職 員 【0.7％】

( 約 365,000 人 ) ( 約 5,000 人 )

特定独立行政法人職員 【8.7％】

( 約 58,000 人 )

国 家 公 務 員

( 約 667,000 人 )

内 閣 総 理 大 臣 等

（ 行 政 ）
( 約 400 人 ) 【0.06％】

防 衛 省 職 員

( 約 272,000 人 ) 【40.8％】

特 別 職
（ 立 法 ）

国 会 職 員

( 約 302,000 人 ) ( 約 4,000 人 ) 【0.6％】

（ 司 法 ）
裁 判 官 、 裁 判 所 職 員

( 約 25,000 人 ) 【3.7％】

（注１）　　（　　 ）内の人員数は、平成19年度末予算定員による。ただし、特定独立行政法人の人員数は、平成19年１月１日
　　　　現在の常勤職員数である。なお、人員数は、端数処理の関係で、必ずしも合計数とは一致しない。【　】内は、国家公
　　　　務員全体に占める割合を示す。

（注２） 　国会議員、国会議員の秘書は適用対象外であるほか、特定独立行政法人の役員（特別職の国家公務員）
　　　　も適用対象外とされている。

（注３）　 最高裁判所の裁判官の退職手当については、最高裁判所裁判官退職手当特例法において、１年当たりの支給率
　　　　が２．４とされており、他の国家公務員との期間通算は行われない。

(注４）　このほか、勤務形態が常時勤務に服することを要する職員に準ずる者にも適用される。
　　　①　国の一般会計又は特別会計の常勤職員給与の目から俸給が支給される者
　　　②　次の要件を満たした日々雇用職員
　　　　　「雇用関係が事実上継続していると認められる場合において、常勤職員の勤務時間以上勤務した日が18日以上
　　　　ある月が引き続いて12月（当分の間6月）を超えるに至った者で、その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時
　　　　間により勤務することとされているもの」

資料２

（第１回配付資料５）
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国家公務員退職手当法における支給制限・返納等に関する制度の概要 

資料３ 

（第１回配付資料９） 

  

 

○退職手当の支給制限（法第８条） 

 以下の場合には、支給しない。（昭和２８年法制定時～） 

１． 職員が懲戒免職処分を受けた場合 

２． 職員が禁錮以上の刑に処せられたこと等により失職した場合 

３． 職員が同盟罷業を行ったこと等により退職させられた場合 

 

※ 調整額の不支給(法第８条第２項) 

非違により退職した場合で、当該非違により懲戒免職以外の懲戒処分（停職、

減給、戒告）を受けていた場合は、退職手当のうち調整額に相当する部分は支

給しない。（平成１７年法改正～） 

 

 

○退職手当の支給の一時差止め等（法第１２条、１２条の２） 

 

（起訴中に退職した場合等、法第１２条） 

以下の場合には、支給しない。 

１． 職員が起訴され、判決が確定する前に退職した場合（昭和２８年法制定時～） 

２． 職員が退職した後、退職手当が支給される前に在職期間中の行為について起

訴された場合（昭和６０年法改正～） 

 

※ その後、禁錮以上の刑に処せられないことが確定した場合は支給。 

 

 （退職者が逮捕された場合等、法第１２条の２） 

退職者が在職期間中の行為に係る刑事事件に関して逮捕されたとき、または、犯罪

があると思料するに至ったときであって、退職手当を支給することが公務に対する国民

の信頼を確保し、退職手当制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を

生ずると認められるときは、支給を一時差し止めることができる。（平成９年法改正～） 

    

※ その後、禁錮以上の刑に処せられないことが確定した場合は支給。また、退職

の日から１年以内に起訴されない場合は支給。 

 

 

○退職手当の返納(法第１２条の３) 

退職手当の支給後に退職者が在職期間中の行為について禁錮以上の刑に処せられ

た場合は、退職手当の返納を命ずることができる。（昭和６０年法改正～) 
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国家公務員退職手当法における支給制限・返納等に関する制度の変遷図

○ 昭和２１年～ 【「退官・退職手当支給準則」適用】

禁錮以上の刑
支給しない

（第８条第１項第二号相当）

懲戒免職
支給しない

（第８条第１項第一号相当）

在職中→ 退職後→

○ 昭和２８年～ 【「国家公務員等退職手当暫定措置法」施行】

　

禁錮以上の刑
支給しない

（第８条第１項第二号）

起訴
支給差止め

（第１２条第１項）

懲戒免職
支給しない

（第８条第１項第一号）

在職中→ 退職後→

○ 昭和６０年～ 【「国家公務員等退職手当制度基本問題研究会報告」の提言を受けて】

　

禁錮以上の刑
支給しない

（第８条第１項第二号）
支給しない

（第１２条第１項、第３項）
返納

（第１２条の３）

起訴
支給差止め

（第１２条第１項）
支給差止め

（第１２条第３項）

懲戒免職
支給しない

（第８条第１項第一号）

在職中→ 退職後→

○ 平成９年～ 【「職員の身分、退職手当等の取扱いに関する研究会報告書」の提言を受けて】

　

禁錮以上の刑
支給しない

（第８条第１項第二号）
支給しない

（第１２条第１項、第３項）
返納

（第１２条の３）

起訴
支給差止め

（第１２条第１項）
支給差止め

（第１２条第３項）

逮捕
犯罪があると思料

一時差止め
（第１２条の２第１項）

懲戒免職
支給しない

（第８条第１項第一号）

在職中→ 退職後→

○ 平成１８年～ 【「国家公務員退職手当手当法の一部を改正する法律」施行（「職責ポイント」に相当する「調整額」の創設）】

　

禁錮以上の刑
支給しない

（第８条第１項第二号）
支給しない

（第１２条第１項、第３項）
返納

（第１２条の３）

起訴
支給差止め

（第１２条第１項）
支給差止め

（第１２条第３項）

逮捕
犯罪があると思料

一時差止め
（第１２条の２第１項）

懲戒免職
支給しない

（第８条第１項第一号）

懲戒処分
（懲戒免職を除く）

調整額を支給しない
（第８条第２項）

在職中→ 退職後→

※　　　部分については、新たに追加されたものである。

退職 退職金
支給

退職 退職金
支給

退職 退職金
支給

退職
退職金
支給

（非違行為の発覚時点）

退職
退職金
支給

（非違行為の発覚時点）

（非違行為の発覚時点）

（非違行為の発覚時点）

（非違行為の発覚時点）

資料４

（第２回配付資料４－３）
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 資料５ 
（第２回配付資料４－１） 各省各庁等における支給制限・返納等の件数 

 

平成19年11月19日現在

懲戒免職 失職

平成１４年 134 14 － 4

平成１５年 146 11 － 7

平成１６年 143 9 － 3

平成１７年 168 16 － 1

平成１８年 155 18 19 4

平成１９年 144 12 15 1

計 890 80 34 20

返納

注３）失職は、禁錮以上の刑に処せられたこと等に該当する場合

注５）返納は、法第１２条の３による件数

注４）調整額不支給は、法第８条第２項第２号による件数であり、平成１８年に制
　度化された

注１）対象は、国家公務員退職手当法の適用者（ただし、郵政事業庁、日本郵政
　公社は除く）

注２）支給制限は、法第８条第１項第１号から第３号の合計件数であり、このうち
　第１号は懲戒免職によるもの、第２号は失職によるもの

①　支給制限・返納（平成１４年～）

156

970

184

173

支給制限

148

157

152

調整額
不支給

 
 

平成19年11月21日現在

差止め取消
（支給）

禁錮刑以上確定
（不支給）

捜査中・
上告中

平成１２年 1 0 1 0

平成１３年 5 2 3 0

平成１４年 3 3 0 0

平成１５年 3 2 0 1

平成１６年 4 4 0 0

平成１７年 3 3 0 0

平成１８年 5 4 1 0

平成１９年 6 4 0 2

計 30 22 5 3 24

注１）対象は、国家公務員退職手当法の適用者

起訴による
支給差止め

注２）一時差止めは、法第１２条の２に基づく件数であり、平成９年に制度化されたが
　平成９年から11年は実績なし
注３）起訴による不支給は、法第１２条による件数であり、昭和２８年に制度化されたが
　平成１３年以前は資料なし。18年は集計中

　　②　一時差止め等（平成９年制度化以降）

一時差止め

－

－

6

9

4

5

－

－
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資 料 ６  

（第７回配付資料３） 

民間企業における退職金の支給制限について 

 

 

・ 「平成１９年民間企業における退職金制度の実態に関するアンケート調査」（総務省人事・恩

給局委託調査）を実施。 

・ 全国の企業規模５０人以上の民間企業から、層化無作為抽出した３，０００社に１０月１日に

退職金制度（退職一時金制度、退職年金制度）に関する調査票を郵送し１２月３日までに回

収。 

・ 有効回収８４２社うち、懲戒解雇、諭旨解雇時の退職金の支給に関する設問に回答した７７

４社について集計。 

 

○ 懲戒解雇、諭旨解雇時の退職金の支給状況 

・ 懲戒解雇時は、回答企業の５８．５％が全額不支給、２９．７％が個別に検討 

・ 諭旨解雇時は、回答企業の５５．６％が個別に検討、１６．３％が全額を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全額
不支給
 8.3%

全額不支給
58.5%

減額して
支給
13.2%

減額して支給
 5.6%

個別に検討
 29.7%

個別に検討
 55.6%

全額支給
16.3%

全額支給
3.1%

その他
 4.3%

その他
 2.2%

懲戒解雇

諭旨解雇

※その他については、前例なし、規定なし、無回答である。

※ 懲戒解雇： 使用者が労働者の企業秩序違反に対する制裁として行う解雇。 

諭旨解雇： 使用者が労働者に退職願いの提出を勧告し、即時退職を求めるもの。 

 

 

○ 懲戒解雇時に個別に検討すると回答した企業のうち大手企業２４社に対する再

調査結果 

・ 原則として退職金不支給としている企業が、半数（１２社） 

・ 減額支給規程のある企業が、１９社 

・ 懲罰委員会等を開催して対応を決定している企業が、半数（１２社） 

・ 返納規定のある企業が、１社（別紙） 
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資 料 ７  

（第５回配付資料５） 
「就業規則モデル条文 上手なつくり方、運用の仕方」 

（中山慈夫 著 2007 年 12 月 20 日 日本経団連出版） 

  

～ 第８章 退職金（退職年金）（pp.308-323）の概要 ～ 

 

１． 退職金不支給・減額と懲戒解雇 

・ 使用者に退職金を支払う義務はないが、就業規則（退職金規程）に予め支給条件を定

めることにより、退職金は、恩恵的なものではなく、労働基準法第 11 条の「賃金」とみな

される1。 

・ 退職金を不支給・減額し得る（就業規則に予め要規定2）ということは、使用者が退職金

に功労報償的な性格を付加したものと捉えられる。 

⇒ 不支給・減額事由は、その功労を抹殺するような背信行為自体 とすべき。 

・ 懲戒解雇処分は、企業秩序維持・回復を目的とするものであり、本来、退職金不支給と

論理必然的に結びつくものではない。 

⇒ 懲戒解雇処分を退職金不支給事由とする規定では不十分である。 

・ 懲戒解雇処分だけでなく、懲戒解雇事由
．．

を不支給・減額要件とする規定を設けておけ

ば、退職後に懲戒解雇に相当する行為3が判明した場合（懲戒解雇はできない）でも、

不支給・減額要件に該当し、退職金の不支給・減額が可能。 

・ 使用者の裁量で不支給措置を減額措置とすることができる旨を定めておけば、より適

切な運用が可能。 

 

（退職金不支給・減額の規定例） 

懲戒解雇された者、または懲戒解雇事由に相当する背信行為を行った者には、退職金

の全額を支給しない。ただし、情状により一部減額して支給することがある。 

 

２． 退職金の返還規定 

１．のように、懲戒解雇事由を退職金の不支給・減額要件としておけば、退職後に当該

事由が判明しても、不当利得に基づき退職金の返還を請求できる4 が、併せて、返還規定

も設けておくべき。 

 

（退職金返還規定の例） 

従業員が退職または解雇された後、その在職期間中に第○条（退職金不支給事由）に

該当する事実があったことが明らかとなったとき、会社はすでに支給した退職金の返還

を当該従業員に求めることができる。 

                                                  
1 昭 22.9.13 発基 17 号（発基：労働省労働基準局関係の通知） 
2 昭 63.1.1 基発 1 号、平 11.3.31 基発 168 号（基発：労働省労働基準局長名で発する通達） 
3 在職中の背信行為だけでなく、退職後の背信行為（多くは競業行為）を定める例もある。 
4 三晃社事件・最判昭 52.8.9 労働経済判例速報 958 号 25 頁は、退職金の返還を認めた例。 
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＜退職金給付規程参考条文（関係部分の抜粋）＞ 

 

第１条（目的）  この規程は、就業規則第○条にもとづき、従業員が退職するときの退職金

に関し必要な事項を定める。 

 

第８条（退職金の支給制限）  就業規則○条に定める懲戒規定にもとづき懲戒解雇された

者または懲戒解雇事由に相当する背信行為を行った者には、退職金の全額を支給しな

い。 

２ 就業規則○条に定める懲戒規定のもとづき諭旨解雇され自己都合退職した者には、退

職金を一部支給しないことがある。 

３ 退職後に同業他社に就職し、または競業活動を行うなどの背信行為があった場合は、退

職金を不支給あるいは減額する。 

 

第１５条（退職金の返還）  従業員が退職または解雇された後、その在職期間中に第８条

第１項または第３項に該当する事実があったことが明らかとなったとき は、会社はすでに

支給した退職金の返還を当該従業員に求めることができる。 
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資 料 ８  

民間企業における退職金の取扱い（支給制限率）についての判例 

（第７回配付資料４） 

 

～「永年の勤続の功を抹消するような著しい不信行為」の評価～ 
 

 

支給制限率 非違行為の態様 備考 

100％の減額 
事前連絡なしの一斉退職・退職時の引継

義務不履行 

日音事件（東京地裁平成

18.1.25 判決） 

70％の減額 企業外非行・痴漢行為事例 
小田急電鉄事件（東京高裁平

成 15.12.11 判決） 

2/3 の減額 企業外非行・酒気帯び運転で検挙 
ヤマト運輸事件（東京地裁平

成 19.8.27 判決） 

60％の減額 無断二重就職事例 
橋元運輸事件（名古屋地裁昭

和 47.4.27 判決） 

50％の減額 競業避止義務違反 
三晃社事件（最高裁二小昭和

52.8.9 判決） 

50％の減額 うつ病・職場放棄事例 
東芝事件（東京地裁平成

14.11.5 判決） 

 

 

 

【参考：各判例の事案】 

 

○ 不支給（100％の減額）【日音事件：東京地裁平成 18.1.25 判決より抜粋（一斉退職・退職時

の引継義務不履行）】 

 

【事案の概要】 

 被告の従業員であった原告らが、被告の関連会社の従業員の大量退職の行動に呼応して、被

告に事前連絡なく一斉に退職した後、被告に対し、同社を退職したとして退職金支払いを求め

た事案。 

原告らには、労働義務の不完全履行など懲戒解雇事由があり、それまでの勤続の功を抹消し

てしまうほどの著しく信義に反する行為があるとされ、退職金請求が棄却された例。 

 

 

○ 70％の減額【小田急電鉄事件：東京高裁平成 15.12.11 判決より抜粋（企業外非行・痴漢行

為事例）】 

 

【事案の概要】 

 業務時間外に、他社の電車内で痴漢行為を働いた鉄道職員に対する懲戒解雇と退職金不支給

措置の有効性が争点となった事案。 

懲戒解雇は有効としたが、退職金については、賃金の後払い的な性格が強く、全額不支給と

するほどの背信行為ではないとし、３割に相当する金額（276 万円）の支払いを命じた事例。
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○ 2/3 の減額【ヤマト運輸事件：東京地裁平成 19.8.27 判決より抜粋（企業外非行・酒気帯び

運転で検挙）】 

 

【事案の概要】 

 業務終了後の酒気帯び運転が発覚したこと等を理由に懲戒解雇されたセールスドライバー

である原告が、被告である運送会社に対し、退職金の支払いを求めた事案。 

原告に対する懲戒解雇はやむを得ないが、原告の行為は長年の勤続の功労をまったく失わせ

る程度の著しい背信的な事由とまではいえず、懲戒解雇の場合は退職金を支給しない旨の就業

規則の規定にかかわらず、原告に対して通常額の３分の１（320 万円）を認めた事例。 

 

 

○ 60％の減額【橋元運輸事件：名古屋地裁昭和 47.4.27 判決より抜粋（無断二重就職事例）】 

 

【事案の概要】 

 被告の元副社長が設立した被告と同一業種の会社の取締役に就任したことを理由に懲戒解

雇された原告が、被告に対し、退職金の支払いを求めた事案。 

被告の管理職であったにもかかわらず、被告に無断で他社の取締役に就任した原告に対する

懲戒解雇は有効とされたが、懲戒解雇に際し退職金の全額を失わせるためには、本人に永年の

勤続の功を抹消する程度の不信があったことを要し、退職金の４割に相当する金額（392 万円、

213 万円）の支給を認めた事例。 

 

 

○ 50％の減額【三晃社事件：最高裁二小昭和 52.8.9 判決より抜粋（競業避止事例）】 

 
【事案の概要】 

 退職後同業他社への就職が発覚し、同業他社に就職した場合の退職金につき支給額を一般の

自己都合による退職の場合の半額とする旨定めた就業規則をもとに、支払済みの退職金の半額

の返還を求められた被控訴人が、当該減額規定は労働基準法に違反して無効であると上告した

事案。 

退職金が功労報償的な性格を併せ有することにかんがみれば、同業他社に就職した退職社員

に支給すべき退職金につき、支給額を一般の自己都合による退職の場合の半額と定めること

は、制限違反の就職をしたことにより勤務中の功労に対する評価が減殺されて、退職金の権利

そのものが一般の自己都合による退職の場合の半額の限度においてしか発生しない趣旨であ

り、労働基準法に違反しないとされた事例。 

 

 

○ 50％の減額【東芝事件：東京地裁平成 14.11.5 判決より抜粋（うつ病・職場放棄事例）】 

 

【事案の概要】 

 うつ病罹患により長期間無断欠勤した後依願退職した原告に対して、被告は、原告の長期無

断欠勤は就業規則の懲戒解雇事由に該当するが、情状を酌量して依願退職扱いとし、自己都合

退職の場合の半額（373 万円）を支給した。これに対し、原告が、心身の故障など業務に耐え

られないとして解雇された場合の退職金額を請求した事案。 

原告が欠勤届の提出が不可能なほどのうつ病の状況にあったとは認められず、また、何らの

配慮をすることなく、無断で突然職場放棄した原告の行為は、重要な職責を担う管理職として

無責任であり、その功労を減殺するに足りる信義に反する行為に該当するとして、退職金規程

に基づく自己都合の場合の基本額の 50％の支払いが相当とされた事例。 
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                         諸外国における退職給付の支給制限等の概要                 （未定稿） 
 
 日 本 韓 国 英 国 アメリカ ドイツ フランス 

１．調査の対象とした制度 退職手当 
（国家公務員 
退職手当法） 

・ 通常の退職手当
（公務員年金法） 

・ 名誉退職手当 
（国家公務員法） 

公務員年金
（公務員年金制度） 
※年金を減額すること
により一時金の受給可
能 

公務員年金
（CSRS 及び FERS：とも
に確定給付年金） 
※積立期間不足、不支給
該当→自己負担分を一
時金で還付 

恩給、懲戒制度
（連邦官吏懲戒法） 

公務員年金
（文武官吏 
退職年金法典） 

２．給付制度の対象 国家公務員 ・ 退職手当：国家公務員
・ 名誉退職手当：廃職、

過員等による定年前
退職者 

国家公務員
 

連邦公務員 官吏 官吏

３．支給制限・返納等
(1)在職中の非違行為 
（在職中に発覚） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全額不支給： 
・ 懲戒免職処分 
・ 禁錮以上の刑に処せ

られたこと等による
失職 

・ 職員が同盟罷業を行
ったこと等による退
職 

※調整額の不支給：非違
により懲戒免職以外の
懲戒処分（停職、減給、
戒告）を受けて退職 

不支給：
※ 減額支給あり 
（通常の退職手当） 
① 在職中に内乱、外

患、反乱・利敵、国
家保安法上の罪で
禁錮以上の刑（全額
不支給） 

② 在職中の事由で禁
錮以上の刑；弾劾、
懲戒によって罷免
(1/2不支給) 

③ 金品・饗応の接受、
公金横領・流用で懲
戒解任（1/4不支給）

（名誉退職手当） 
支給対象外：懲戒議決
要求中、起訴中、捜査
機関等による非違調
査・捜査中の者等 

支給停止：
① 秘密漏洩罪で 10 年

以上の刑 
② 職務上、国家危機を

招致；公務への信頼
失墜（各大臣の認
定） 

③ 職務上の行為・不作
為による国家への
損害（損害分限り） 

④ 当該公務員・元公務
員の謀殺・故殺、違
法な死亡への関与
で有罪 

支給停止：
① 職務上安全保障関

連の罪で有罪 
② 安全保障事項に関

し裁判所、議会で偽
証し有罪 

③ ①又は②の罪によ
る起訴事実を承知
で１年以上国外に
滞在 

④ 自己の外国政府と
の関係、安全保障事
項に関し裁判所、議
会で証言を拒否 

⑤ 職務関連で、連邦政
府の暴力的転覆を
画策；共産主義独裁
政権の暴力的建設
を画策する団体へ
の関与・所属の事実
を隠蔽 

支給停止：懲戒処分1によ
る 
※ 減額支給あり 
① 官吏の懲戒免職手

続中の退職（全額停
止） 

② 官吏の減給（最大
1/5減額・最長３年
間）後、期間満了前
に退職（満了まで恩
給1/5減額支給） 

なし
 
※ 旧条文（2003 年削
除）においては、あり2

 

                                                  
1 ドイツ官吏の懲戒処分（戒告、制裁金、減給、降任、免職）： 対象となる非違行為は、①職務上のもの、②職務外のもので官吏集団の尊厳と信頼を由々しい態様で害したもの。               
2 フランス官吏の年金受給請求権の停止要件： ①国・県・市町村等の金員横領等の罪、②業務上の汚職の罪ほかとされた非違行為による懲戒免職・職権退職。 

-
 1

2
 -

008952
タイプライターテキスト
資料９

008952
長方形

008952
タイプライターテキスト
（第７回配付資料７）



 日 本 韓 国 英 国 アメリカ ドイツ フランス 

(2)在職中の非違行為
（退職後に発覚） 
 
 

原則、全額返納： 
在職中の非違行為に
より禁錮以上の刑が
確定 

３．(1)の不支給相当部
分を返納： 
通常・名誉退職手当
ともに、在職中の事
由について禁錮以
上の刑が確定 

３．(1)在職中の非違行為
（在職中に発覚）に同じ。 

３．(1)在職中の非違行為
（在職中に発覚）に同じ。

支給停止：
※ 減額支給あり 
① 在職中であれば懲

戒免職だっただろ
う非違行為の発覚
以降全額 

② 懲戒処分3： 
・ 恩給停止（全額） 
・ 恩給減額（最大 1/5
減額・最長３年間）

③ 権利の喪失：在職中
の行為について失
職原因となる有罪
判決 

なし
 
※ 旧条文（2003 年削
除）においては、あり4

 

(3)退職後の非違行為
 

３．(1)在職中の非違行為
（在職中に発覚）に同じ。
（職務上の行為に限定さ
れているものを除く。） 

３．(1)在職中の非違行為
（在職中に発覚）に同じ。
（職務上の行為に限定さ
れているものを除く。）

支給停止：
※ 減額支給あり 
① 懲戒処分：３．(2)

に同じ。 
② 権利の喪失：退職後

の故意の行為につ
いて懲役２年以
上；内乱罪などの懲
役６か月以上の確
定判決など 

４．非違行為後、懲戒処分
や刑事手続開始前に死亡
退職した場合 

全額支給（懲戒処分、刑
の確定が不可能） 

 死亡は、懲戒処分手続の
中止要件 

死亡は、懲戒処分手続の
中断事由5

 

５．支給制限等に不服の場
合の救済手続 

一時差止め処分につい
て不服申立てが可能（行
審法）。当該申立て期間
経過後も事情変化を理
由に処分の取消しを求
めることが可能（退手
法）。 

公務員年金給与再審委
員会に審査請求するこ
とが可能。 
 

公務員不服審査委員会
に不服申立てが可能。  

 勤務先最上級官庁以外
による懲戒処分につい
て同庁、または所管人事
管理権者に不服申立て
が可能（取消訴訟の前置
手続）。 

６．その他の特記事項 禁錮以上の刑の宣告猶
予判決の場合、猶予期間
の経過時に退職時に不
支給であった1/2相当額
を支給 

 懲戒手続の対象事実に
ついて刑事手続上公訴
が提起されると懲戒手
続は原則中止 

 
 

                                                  
3  ドイツ退職官吏の懲戒処分（恩給減額、恩給停止）： 対象となる非違行為は、①在職中のもの、②退職後のもので基本秩序に反する行為、守秘義務違反、退職前の職務に関連した就職・営利活動に関する

義務違反、贈与収受など。 
4 フランス退職官吏の年金受給請求権の停止： 在職中の行為が、官吏であれば①国・県・市町村等の金員横領等の罪、②業務上の汚職の罪ほかとされた非違行為による懲戒免職・職権退職に相当すると

判断された場合、それ以降の支給を停止。 
5  フランスの懲戒処分手続（事前手続）： 人事記録閲覧手続（告知弁明を含む）及び、（軽微な処分を除き）労使同数の懲戒評議会における聴聞手続を経ることが法律で義務付けられている。当該官吏が死亡

した場合は、これらの手続は当然に中断され、その結果、懲戒処分はなし得ないものと思われる。  

-
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3
 -



A:裁決機関型

裁決機関が申立て謄本を被審人に送達

被審人が答弁書を委員会に提出

各省大臣等の代理人が事件の概要を陳述

被審人が答弁書に基づき意見を陳述

冒頭手続

各省大臣等の代理人による証拠申出

被審人による証拠申出

裁決機関が証拠の採否を決定

証拠調べ

各省大臣等の代理人が事実等の意見を陳述

被審人が最終意見を陳述

最終意見
陳述

裁決機関が支給制限又は返納命令

各省大臣等が非違行為を認識

各省大臣等が関係行政機関等の協力を
得て事実関係を調査

（備考）

・ 職員の権利保護と退職手当制度の運用の適正さの保持に重点を置いた制度

・ この手続きによる事実認定に関する専門的判断が司法手続においても尊重されることが適当

であるとして作る制度

・ 不服申立て手続を設けることは考えがたい

各省大臣等が裁決機関に申立て

名あて人が納得 取消訴訟

行政処分における典型モデル

資料１０

（第８回配付資料１１）
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B:諮問機関型

諮問機関による意見聴取手続
（諮問機関内部に対審構造を設けることもありうる）

諮問機関が各省大臣等に答申

各省大臣等が支給制限又は返納命令
（独自の裁量を行うこともありうる）

各省大臣等が非違行為を認識

各省大臣等が諮問機関に諮問
（諮問前に調査を行うこともありうる）

諮問機関（又は事務方）が関係行政機関
等の協力を得て事実関係を調査

（備考）

・ 退職手当制度の運用の適正さの保持と職員の権利保護を諮問機関に委ねた制度

・ 改正行政不服審査法では、原処分で諮問機関への諮問を経ている場合、行政不服審査会へ

の諮問は義務づけられていない

・ 不服申立て手続においても特別の手続を設けることも考えられる

不服申立て名あて人が納得 取消訴訟

現行行政不服審査法 改正行政不服審査法

異議申立て

各省大臣等の決定

審査請求

審理員による審理

行政不服審査会の調査審議

各省大臣等の裁決

名あて人が納得 取消訴訟

取消訴訟名あて人が納得
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C：直接処分型

各省大臣等（又は事務方）による意見聴取手続
（行政手続法を適用した場合主宰者による聴聞手続）

各省大臣等が支給制限又は返納命令

各省大臣等が非違行為を認識

各省大臣等（又は事務方）が関係行政機関
等の協力を得て事実関係を調査

（備考）

・ 各省大臣等による組織秩序の維持に重点を置いた制度

・ 現在の解釈では、行政手続法第３条第１項第９号に該当して不利益処分に関する規定が適

用除外であり、また、これに該当しないとしても第１３条第２項第４号に該当して意見陳述手続

適用除外であるから、特別の規定を設ける必要がある

・ 現行行政手続法では、行政手続法による聴聞を経た場合異議申立てはできないのが原則

（行政手続法第２７条第２項）だが、改正行政不服審査法の施行に伴い、審査請求できること

が原則となる

・ 不服申立て手続において特別の手続を設けることも考えられる

不服申立て名あて人が納得 取消訴訟

現行行政不服審査法 改正行政不服審査法

異議申立て

各省大臣等が決定

審査請求

審理員による審理

行政不服審査会の調査審議

各省大臣等が裁決

名あて人が納得 取消訴訟

名あて人が納得 取消訴訟
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◆
国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
（抄
）(

昭
和
二
十

八
年
八
月
八
日
法
律
第
百
八
十
二
号) 

  
  

（趣
旨
）  

第
一
条  

こ
の
法
律
は
、
国
家
公
務
員
が
退
職
し
た
場
合
に
支
給
す

る
退
職
手
当
の
基
準
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。  

 

（適
用
範
囲
）  

第
二
条  

こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
は
、
常
時
勤
務
に
服

す
る
こ
と
を
要
す
る
国
家
公
務
員
（国
家
公
務
員
法 

（昭
和
二
十

二
年
法
律
第
百
二
十
号
）第
八
十
一
条
の
四
第
一
項
又
は
第
八
十

一
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
者
及
び
こ
れ
ら
に

準
ず
る
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
者
並
び
に
独
立
行

政
法
人
通
則
法 

（平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）第
二
条
第
二
項 

に
規
定
す
る
特
定
独
立
行
政
法
人
（以
下
「特
定
独
立
行
政
法
人
」

と
い
う
。
）の
役
員
及
び
日
本
郵
政
公
社
の
役
員
を
除
く
。
以
下

「職
員
」と
い
う
。
）が
退
職
し
た
場
合
に
、
そ
の
者
（死
亡
に
よ
る
退

職
の
場
合
に
は
、
そ
の
遺
族
）に
支
給
す
る
。  

２  

職
員
以
外
の
者
で
、
そ
の
勤
務
形
態
が
職
員
に
準
ず
る
も
の
は
、

政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
職
員
と
み
な
し
て
、
こ
の
法
律
の

規
定
を
適
用
す
る
。  

 

（退
職
手
当
の
支
払
）  

第
二
条
の
二  

こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
は
、
他
の
法
令

に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
そ
の
全
額
を
、
現
金
で
、
直

接
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
そ
の
支
給
を
受
け
る
べ
き
者
に
支
払

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
政
令
で
定
め
る
確
実
な
方
法

に
よ
り
支
払
う
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。  

２  

次
条
及
び
第
六
条
の
五
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
（以
下
「一
般

の
退
職
手
当
」と
い
う
。
）並
び
に
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
退
職
手

当
は
、
職
員
が
退
職
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
一
月
以
内
に
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
死
亡
に
よ
り
退
職
し
た
者
に
対

す
る
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る
べ
き
者
を
確
知
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
場
合
そ
の
他
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。  

 
 

 

（退
職
手
当
の
支
給
制
限
）  

第
八
条  

一
般
の
退
職
手
当
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
者
に
は
、
支
給
し
な
い
。  

一  

国
家
公
務
員
法
第
八
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
懲
戒
免
職
の
処

分
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
処
分
を
受
け
た
者  

二  

国
家
公
務
員
法
第
七
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
失
職
（同
法
第

三
十
八
条
第
一
号
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。
）又
は
こ
れ
に
準

ず
る
退
職
を
し
た
者  

三  

国
家
公
務
員
法
第
九
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
該
当
し
退
職

さ
せ
ら
れ
た
者
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
者  

２  

一
般
の
退
職
手
当
の
う
ち
、
第
六
条
の
四
の
規
定
に
よ
り
計
算

し
た
退
職
手
当
の
調
整
額
に
相
当
す
る
部
分
は
、
次
の
各
号
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
者
に
は
、
支
給
し
な
い
。  

一  
第
三
条
第
一
項
及
び
第
五
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た

退
職
手
当
の
基
本
額
が
零
で
あ
る
者
並
び
に
第
三
条
第
二
項
に
規

定
す
る
傷
病
又
は
死
亡
に
よ
ら
ず
に
そ
の
者
の
都
合
に
よ
り
退
職

し
た
者
に
該
当
す
る
者
で
そ
の
勤
続
期
間
が
九
年
以
下
の
も
の

（第
六
条
の
四
第
四
項
第
三
号
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。
）  

 

そ
の
者

二 

の
非
違
に
よ
り
退
職
し
た
者
（前
項
各
号
に
掲
げ
る

者
を
除
く
。
）で
政
令
で
定
め
る
も
の  

 

（遺
族
の
範
囲
及
び
順
位
）  

る
遺
族
は
、
左
の
各
号
に
掲
げ
る
者

届
出
を
し
な
い
が
、
職
員
の
死
亡
当
時
事
実
上
婚
姻

（起

第
十
一
条  

第
二
条
に
規
定
す

と
す
る
。  

一  

配
偶
者
（

関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
つ
た
者
を
含
む
。
）  

二  

子
、
父
母
、
孫
、
祖
父
母
及
び
兄
弟
姉
妹
で
職
員
の
死
亡
当
時

主
と
し
て
そ
の
収
入
に
よ
つ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
た
も
の  

三  

前
号
に
掲
げ
る
者
の
外
、
職
員
の
死
亡
当
時
主
と
し
て
そ
の

収
入
に
よ
つ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
た
親
族  

四  

子
、
父
母
、
孫
、
祖
父
母
及
び
兄
弟
姉
妹
で
第
二
号
に
該
当
し

な
い
も
の  

２  

前
項
に
掲
げ
る
者
が
退
職
手
当
を
受
け
る
順
位
は
、
前
項
各
号

の
順
位
に
よ
り
、
第
二
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
者
の
う
ち
に
あ

つ
て
は
、
同
号
に
掲
げ
る
順
位
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
父

母
に
つ
い
て
は
、
養
父
母
を
先
に
し
実
父
母
を
後
に
し
、
祖
父
母
に

つ
い
て
は
、
養
父
母
の
父
母
を
先
に
し
実
父
母
の
父
母
を
後
に
し
、

父
母
の
養
父
母
を
先
に
し
父
母
の
実
父
母
を
後
に
す
る
。  

３  

退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る
べ
き
同
順
位
の
者
が
二
人
以
上
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
人
数
に
よ
つ
て
等
分
し
て
支
給
す
る
。  

 

（遺
族
か
ら
の
排
除
）  

第
十
一
条
の
二  

次
に
掲
げ
る
者
は
、
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
遺
族
と
し
な
い
。  

一  

職
員
を
故
意
に
死
亡
さ
せ
た
者  

二  

職
員
の
死
亡
前
に
、
当
該
職
員
の
死
亡
に
よ
つ
て
退
職
手
当

の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
先
順
位
又
は
同
順
位
の
遺
族

と
な
る
べ
き
者
を
故
意
に
死
亡
さ
せ
た
者  

 

訴
中
に
退
職
し
た
場
合
等
の
退
職
手
当
の
取
扱
い
）  

第
十
二
条  

職
員
が
刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
（当
該
起
訴
に
係
る
犯
罪

に
つ
い
て
禁
錮
以
上
の
刑
が
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
に
限
り
、
刑
事
訴

訟
法 

（昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）第
六
編
に
規
定
す
る
略

式
手
続
に
よ
る
も
の
を
除
く
。
第
三
項
及
び
次
条
第
三
項
に
お
い
て
同

じ
。
）を
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
判
決
の
確
定
前
に
退
職
し
た

と
き
は
、
一
般
の
退
職
手
当
等
は
、
支
給
し
な
い
。
た
だ
し
、
禁
錮
以

上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
な
か
つ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。  
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２  

前
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る
者

が
、
既
に
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
て
い
る
場

合
に
お
い
て
は
、
同
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
支
給
す
べ
き
退
職
手

当
の
額
か
ら
既
に
支
給
を
受
け
た
同
条
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の

額
を
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
た
だ
し
書

の
規
定
に
よ
り
支
給
す
べ
き
退
職
手
当
の
額
が
既
に
支
給
を
受
け
た

第
十
条
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
額
以
下
で
あ
る
と
き
は
、
同
項

た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
は
、
支
給
し
な
い
。  

 ３ 

前
二
項
の
規
定
は
、
退
職
し
た
者
に
対
し
ま
だ
一
般
の
退
職
手
当

等
の
額
が
支
払
わ
れ
て
い
な
い
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
が
基
礎
在
職

期
間
中
の
行
為
に
係
る
刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
を
さ
れ
た
と
き
に
つ

い
て
準
用
す
る
。  

 

手
当
の
支
給
の
一
時
差
止
め
） 

（退
職

 

 

第
十
二
条
の
二 

各
省
各
庁
の
長
等
（財
政
法 

（昭
和
二
十
二
年
法
律

第
三
十
四
号
）第
二
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
各
省
各
庁
の
長
、
特
定

独
立
行
政
法
人
の
長
及
び
日
本
郵
政
公
社
の
総
裁
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）は
、
退
職
し
た
者
に
対
し
ま
だ
一
般
の
退
職
手
当
等
の
額
が
支

払
わ
れ
て
い
な
い
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
の
基
礎
在
職
期
間
中
の
行

為
に
係
る
刑
事
事
件
に
関
し
て
、
そ
の
者
が
逮
捕
さ
れ
た
と
き
又
は

そ
の
者
か
ら
聴
取
し
た
事
項
若
し
く
は
調
査
に
よ
り
判
明
し
た
事
実

に
基
づ
き
そ
の
者
に
犯
罪
が
あ
る
と
思
料
す
る
に
至
つ
た
と
き
で
あ

つ
て
、
そ
の
者
に
対
し
一
般
の
退
職
手
当
等
を
支
給
す
る
こ
と
が
、
公

務
に
対
す
る
国
民
の
信
頼
を
確
保
し
、
退
職
手
当
制
度
の
適
正
か
つ
円

滑
な
実
施
を
維
持
す
る
上
で
重
大
な
支
障
を
生
ず
る
と
認
め
る
と
き

は
、
一
般
の
退
職
手
当
等
の
支
給
を
一
時
差
し
止
め
る
こ
と
が
で
き

る
。  

２  

前
項
の
規
定
に
よ
る
一
般
の
退
職
手
当
等
の
支
給
を
一
時
差
し

止
め
る
処
分
（以
下
「一
時
差
止
処
分
」と
い
う
。
）を
受
け
た
者
は
、

行
政
不
服
審
査
法 

（昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
六
十
号
）第
四
十
五

条 

に
規
定
す
る
期
間
が
経
過
し
た
後
に
お
い
て
は
、
当
該
一
時
差
止

処
分
後
の
事
情
の
変
化
を
理
由
に
、
当
該
一
時
差
止
処
分
を
し
た
者

に
対
し
、
そ
の
取
消
し
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で
き
る
。  

３  

各
省
各
庁
の
長
等
は
、
一
時
差
止
処
分
に
つ
い
て
、
次
の
各
号
の

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
つ
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
当
該
一
時

差
止
処
分
を
取
り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
二
号
に

該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
一
時
差
止
処
分
を
受
け
た
者
が
そ
の
者

の
基
礎
在
職
期
間
中
の
行
為
に
係
る
刑
事
事
件
に
関
し
現
に
逮
捕
さ

れ
て
い
る
と
き
そ
の
他
こ
れ
を
取
り
消
す
こ
と
が
一
時
差
止
処
分
の

目
的
に
明
ら
か
に
反
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。  

分
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
、
当
該
一
時
差
止
処
分

一 

一
時
差
止
処

の
理
由
と
な
つ
た
行
為
に
係
る
刑
事
事
件
に
つ
き
公
訴
を
提
起
し

な
い
処
分
が
あ
つ
た
場
合  

 

一
時
差
止
処
分
を
受
け
た
者

二

が
そ
の
者
の
基
礎
在
職
期
間
中

の
行
為
に
係
る
刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
を
さ
れ
る
こ
と
な
く
そ
の

者
の
退
職
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
し
た
場
合  

前
項
の
規
定
は
、
各
省
各
庁
の
長
等
が
、
一
時
差
止
処
分
後
に

４  

判

明
し
た
事
実
又
は
生
じ
た
事
情
に
基
づ
き
、
一
般
の
退
職
手
当
等
の

支
給
を
差
し
止
め
る
必
要
が
な
く
な
つ
た
と
し
て
当
該
一
時
差
止
処

分
を
取
り
消
す
こ
と
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。  

 

一
時
差
止
処
分
を
受
け
た
者
に
対
す
る
第
十
条
の
規
定
の

５ 

適
用

に
つ
い
て
は
、
当
該
一
時
差
止
処
分
が
取
り
消
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
そ

の
者
は
、
一
般
の
退
職
手
当
等
の
支
給
を
受
け
な
い
者
と
み
な
す
。  

 

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
一
時
差
止
処
分
を
受
け
た
者
が
、
当

６ 該

止
処
分
が
取
り
消
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
一
般
の
退
職
手
当

一
時
差

等
の
支
給
を
受
け
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。  

  

各
省
各
庁
の
長
等
は
、
一
時
差
止
処
分
を
行
う
場
合
は
、
当
該

７一
時
差
止
処
分
を
受
け
る
べ
き
者
に
対
し
、
当
該
一
時
差
止
処
分
の

際
、
一
時
差
止
処
分
の
事
由
を
記
載
し
た
説
明
書
を
交
付
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。  

 

各
省
各
庁
の
長
等
は
、
一
時
差
止
処
分
を
行
お
う
と
す
る
場
合

８ は
、
あ
ら
か
じ
め
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
総
務
大
臣

に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
時
差
止
処
分
を
取
り
消
し
た
場

合
も
、
同
様
と
す
る
。  

職
手
当
の
返
納
） 

 

（退

 

第
十
二
条
の
三  

退
職
し
た
者
に
対
し
一
般
の
退
職
手
当
等
の
支
給

を

者
が
基
礎
在
職
期
間
中
の
行
為
に
係
る

し
た
後
に
お
い
て
、
そ
の

刑
事
事
件
に
関
し
禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
た
と
き
は
、
各
省
各

庁
の
長
等
は
、
そ
の
支
給
を
し
た
一
般
の
退
職
手
当
等
の
全
部
又
は

一
部
を
返
納
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。  

  

前
項
の
規
定
に
よ
り
返
納
さ
せ
る
べ
き
退
職
手
当
の
額
の
範
囲
、

２返
納
の
手
続
そ
の
他
返
納
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め

る
。  
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◆
国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
施
行
令
（
抄
）

（昭
和
二
十
八
年
八
月
二
十
五
日
政
令
二
百
十
五

号
） 

 

（そ
の
者
の
非
違
に
よ
り
退
職
し
た
者
）  

第
九
条
の
五  

法
第
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め

る
者
は
、
そ
の
者
の
非
違
に
よ
り
退
職
し
た
者
で
、
退
職
の
日
か
ら

起
算
し
て
三
月
前
ま
で
に
当
該
非
違
を
原
因
と
し
て
国
家
公
務
員

法
第
八
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
懲
戒
処
分
（懲
戒
免
職
の
処
分
を

除
く
。
）又
は
こ
れ
に
準
ず
る
処
分
を
受
け
た
も
の
と
す
る
。  

 
 

（退
職
手
当
の
支
給
の
一
時
差
止
め
）  

第
十
二
条  

法
第
十
二
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
一
時
差
止
処
分

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「一
時
差
止
処
分
」と
い
う
。
）を
行
う
場

合
に
は
、
そ
の
旨
を
書
面
で
当
該
一
時
差
止
処
分
を
受
け
る
べ
き

者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

２  

前
項
の
規
定
に
よ
り
一
時
差
止
処
分
を
行
う
旨
の
通
知
を
す
る

場
合
に
お
い
て
、
当
該
一
時
差
止
処
分
を
受
け
る
べ
き
者
の
所
在

が
知
れ
な
い
と
き
は
、
通
知
を
す
べ
き
内
容
を
官
報
に
掲
載
す
る

こ
と
を
も
つ
て
通
知
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
は
、
そ
の
掲
載
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
二
週
間
を
経
過
し
た
日

に
、
通
知
が
当
該
一
時
差
止
処
分
を
受
け
る
べ
き
者
に
到
達
し
た

も
の
と
み
な
す
。  

３  

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
書
面
及
び
法
第
十

二
条
の
二
第
七
項 

の
説
明
書
の
様
式
そ
の
他
一
時
差
止
処
分
の
実

施
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
。  

 

（退
職
手
当
の
返
納
）  

第
十
三
条  

法
第
十
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
返
納
さ
せ
る

べ
き
退
職
手
当
の
額
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。  

一  

法
第
十
二
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
の
退
職
手
当
等

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「一
般
の
退
職
手
当
等
」と
い
う
。
）の
支

給
を
受
け
て
い
な
け
れ
ば
法
第
十
条
第
二
項
、
第
五
項
又
は
第

七
項
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

た
者
で
あ
つ
た
場
合 

一
般
の
退
職
手
当
等
の
額
か
ら
こ
れ
ら
の

規
定
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
金
額
を
控
除
し
て
得
た
額  

二  

前
号
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合
（次
項
に
規
定
す
る
場
合

を
除
く
。
） 

一
般
の
退
職
手
当
等
の
額
の
全
額  

２  

法
第
十
条
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
退
職

手
当
の
支
給
を
受
け
て
い
る
場
合
（受
け
る
こ
と
が
で
き
た
場
合

を
含
む
。
）に
は
、
一
般
の
退
職
手
当
等
の
額
は
、
返
納
を
要
し
な

い
。  

３  

法
第
十
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
一
般
の
退
職
手
当
等

を
返
納
さ
せ
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
面
で
通
知
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

４  

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
前
項
の
書
面
の
様
式
そ
の
他

法
第
十
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
返
納
に
関

し
必
要
な
事
項
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
。  
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◆
国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
の
運
用
方
針

（抄
）（昭
和
六
十
年
四
月
三
十
日
総
人
二
百
六
十

一
） 

 

第
八
条
関
係 

一 

本
条
第
一
項
各
号
及
び
施
行
令
第
九
条
の
五
に
規
定
す
る

「こ
れ
に
準
ず
る
」と
は
、
国
家
公
務
員
法
の
適
用
を
受
け
な
い

職
員
が
、
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
こ
れ
ら
に
規
定
す
る
国
家

公
務
員
法
の
規
定
に
実
質
的
に
該
当
す
る
場
合
を
い
う
。 

二 

そ
の
者
の
非
違
に
よ
り
退
職
し
た
も
の
か
ど
う
か
に
つ
い
て

は
、
特
に
慎
重
に
判
断
す
る
も
の
と
し
、
例
え
ば
次
に
掲
げ
る

場
合
は
、
そ
の
者
の
非
違
に
よ
り
退
職
し
た
者
に
該
当
し
な
い

も
の
と
す
る
。 

イ 

そ
の
者
の
非
違
が
行
わ
れ
る
以
前
か
ら
辞
職
の
意
思
が

表
明
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
を
前
提
に
退
職
に
係
る
手
続
等

が
進
め
ら
れ
て
い
た
場
合 

ロ 

そ
の
者
の
非
違
と
は
関
係
な
く
傷
病
又
は
死
亡
に
よ
り
退

職
し
た
場
合 

ハ 

国
家
公
務
員
法
第
八
十
一
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

退
職
し
た
場
合
（同
法
第
八
十
一
条
の
三
第
一
項
の
期
限

又
は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
延
長
さ
れ
た
期
限
の
到

来
に
よ
り
退
職
し
た
場
合
を
含
む
。
）又
は
こ
れ
に
準
ず
る

他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
退
職
し
た
場
合 

ニ 

法
律
の
規
定
に
基
づ
く
任
期
を
終
え
て
退
職
し
た
場
合

（ハ
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
） 

三 

施
行
令
第
九
条
の
五
に
規
定
す
る
「退
職
の
日
か
ら
起
算
し

て
三
月
前
ま
で
」の
計
算
方
法
は
、
民
法
第
百
四
十
三
条
の
規

定
を
準
用
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
十
二
条
の
二
関
係 

一 

本
条
に
規
定
す
る
一
時
差
止
処
分
を
行
う
に
当
た
つ
て
は
、

公
務
に
対
す
る
国
民
の
信
頼
確
保
の
要
請
と
退
職
者
の
権
利
の

尊
重
に
留
意
し
つ
つ
、
厳
正
か
つ
公
正
に
対
処
す
る
も
の
と
す

る
。 

二 

本
条
第
一
項
に
規
定
す
る
「そ
の
者
に
対
し
一
般
の
退
職
手
当

等
を
支
給
す
る
こ
と
が
、
公
務
に
対
す
る
国
民
の
信
頼
を
確
保

し
、
退
職
手
当
制
度
の
適
正
か
つ
円
滑
な
実
施
を
維
持
す
る
上

で
重
大
な
支
障
を
生
ず
る
と
認
め
る
と
き
」と
は
、
当
該
退
職

者
の
逮
捕
の
理
由
と
な
つ
た
犯
罪
又
は
そ
の
者
が
犯
し
た
と
思

料
さ
れ
る
犯
罪
（以
下
「逮
捕
の
理
由
と
な
つ
た
犯
罪
等
」と
い

う
。
）に
係
る
法
定
刑
の
上
限
が
禁
錮
以
上
の
刑
に
当
た
る
も

の
で
あ
る
と
き
を
い
う
。
た
だ
し
、
例
え
ば
次
に
掲
げ
る
場
合

に
は
、
そ
の
者
が
当
該
逮
捕
の
理
由
と
な
つ
た
犯
罪
等
に
関
し

起
訴
さ
れ
る
可
能
性
が
な
い
等
の
た
め
、
一
時
差
止
処
分
を
行

わ
な
い
も
の
と
す
る
。 

イ 

そ
の
者
が
死
亡
し
た
場
合
又
は
そ
の
者
の
逮
捕
の
理
由
と

な
つ
た
犯
罪
等
に
つ
い
て
、
犯
罪
後
の
法
令
に
よ
り
刑
が
廃

止
さ
れ
た
場
合
若
し
く
は
大
赦
が
あ
つ
た
場
合 

ロ 

そ
の
者
の
逮
捕
の
理
由
と
な
つ
た
犯
罪
等
に
係
る
刑
事
事

件
に
関
し
既
に
公
訴
を
提
起
し
な
い
処
分
が
な
さ
れ
て
い
る

場
合 

ハ 

そ
の
者
が
、
そ
の
者
の
逮
捕
の
理
由
と
な
つ
た
犯
罪
等
に
つ

い
て
、
法
定
刑
の
上
限
と
し
て
罰
金
以
下
の
刑
が
定
め
ら
れ

て
い
る
犯
罪
に
係
る
起
訴
を
さ
れ
た
場
合
又
は
略
式
手
続

に
よ
る
起
訴
を
さ
れ
た
場
合 

三 

本
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
一
時
差
止
処
分
後
の
事
情

の
変
化
を
理
由
に
、
当
該
一
時
差
止
処
分
を
受
け
た
者
か
ら
当

該
一
時
差
止
処
分
の
取
消
し
の
申
立
て
が
あ
つ
た
場
合
に
は
、

事
情
の
変
化
の
有
無
を
速
や
か
に
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

四 

前
号
の
場
合
に
お
い
て
、
取
消
し
の
申
立
て
に
理
由
が
な
い
と

認
め
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
認
定
に
不
服
が
あ
る
場

合
に
は
行
政
不
服
審
査
法
（昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
六
十
号
）

に
基
づ
き
異
議
申
立
て
が
で
き
る
旨
を
速
や
か
に
申
立
者
に
通

知
す
る
も
の
と
す
る
。 

五 

本
条
第
三
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
「そ
の
他
こ
れ
を
取
り

消
す
こ
と
が
一
時
差
止
処
分
の
目
的
に
明
ら
か
に
反
す
る
と
認

め
る
と
き
」と
は
、
一
時
差
止
処
分
を
受
け
た
者
が
現
に
勾
留

さ
れ
て
い
る
と
き
な
ど
、
そ
の
者
が
起
訴
さ
れ
る
可
能
性
が
極

め
て
高
い
と
認
め
ら
れ
る
と
き
を
い
う
。 

六 

本
条
第
四
項
に
規
定
す
る
「一
般
の
退
職
手
当
等
の
支
給
を

差
し
止
め
る
必
要
が
な
く
な
つ
た
」と
認
め
る
場
合
と
は
、
例

え
ば
第
二
号
イ
、
ロ
及
び
ハ
に
掲
げ
る
場
合
を
い
う
。 

 

第
十
二
条
の
三
関
係 

本
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
返
納
の
手
続
に
つ
い
て

は
、
国
に
あ
つ
て
は
、
国
の
債
権
の
管
理
等
に
関
す
る
法
律
（昭
和
三

十
一
年
法
律
第
百
十
四
号
）の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 
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◆
国
家
公
務
員
法
（抄
）（昭
和
二
十
二
年
十
月
二

十
一
日
法
律
第
百
二
十
号
） 

 
 

 

（欠
格
条
項
） 

第
三
十
八
条  
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
人
事
院

規
則
の
定
め
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
官
職
に
就
く
能
力
を
有
し
な

い
。  

一  

成
年
被
後
見
人
又
は
被
保
佐
人  

二  

禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
る
ま
で
又

は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者  

三  

懲
戒
免
職
の
処
分
を
受
け
、
当
該
処
分
の
日
か
ら
二
年
を
経

過
し
な
い
者  

四  

人
事
院
の
人
事
官
又
は
事
務
総
長
の
職
に
あ
つ
て
、
第
百
九

条
か
ら
第
百
十
一
条
ま
で
に
規
定
す
る
罪
を
犯
し
刑
に
処
せ
ら

れ
た
者  

五  

日
本
国
憲
法 

施
行
の
日
以
後
に
お
い
て
、
日
本
国
憲
法 

又

は
そ
の
下
に
成
立
し
た
政
府
を
暴
力
で
破
壊
す
る
こ
と
を
主
張

す
る
政
党
そ
の
他
の
団
体
を
結
成
し
、
又
は
こ
れ
に
加
入
し
た

者  

 

（欠
格
に
よ
る
失
職
）  

第
七
十
六
条  

職
員
が
第
三
十
八
条
各
号
の
一
に
該
当
す
る
に
至

つ
た
と
き
は
、
人
事
院
規
則
に
定
め
る
場
合
を
除
い
て
は
、
当
然

失
職
す
る
。   

 

（懲
戒
の
場
合
）  

第
八
十
二
条  

職
員
が
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合

に
お
い
て
は
、
こ
れ
に
対
し
懲
戒
処
分
と
し
て
、
免
職
、
停
職
、
減
給

又
は
戒
告
の
処
分
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。  

一  

こ
の
法
律
若
し
く
は
国
家
公
務
員
倫
理
法
又
は
こ
れ
ら
の

法
律
に
基
づ
く
命
令
（国
家
公
務
員
倫
理
法
第
五
条
第
三
項
の

規
定
に
基
づ
く
訓
令
並
び
に
同
条
第
四
項
及
び
第
六
項
の
規

定
に
基
づ
く
規
則
を
含
む
。
）に
違
反
し
た
場
合 

二  

職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
つ
た
場
合  

三  

国
民
全
体
の
奉
仕
者
た
る
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
の
あ
つ

た
場
合  

 （懲
戒
の
効
果
）  

第
八
十
三
条  

停
職
の
期
間
は
、
一
年
を
こ
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、

人
事
院
規
則
で
こ
れ
を
定
め
る
。 

２  

停
職
者
は
、
職
員
と
し
て
の
身
分
を
保
有
す
る
が
、
そ
の
職
務
に
従

事
し
な
い
。
停
職
者
は
、
第
九
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
場
合
の
外
、
停

職
の
期
間
中
給
与
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

 

（懲
戒
権
者
）  

第
八
十
四
条  

懲
戒
処
分
は
、
任
命
権
者
が
、
こ
れ
を
行
う
。  

２  

人
事
院
は
、
こ
の
法
律
に
規
定
さ
れ
た
調
査
を
経
て
職
員
を
懲
戒

手
続
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 
（国
家
公
務
員
倫
理
審
査
会
へ
の
権
限
の
委
任
）  

第
八
十
四
条
の
二  

人
事
院
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
権
限
（国

家
公
務
員
倫
理
法
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
命
令
（
同
法
第
五
条
第
三
項

の
規
定
に
基
づ
く
訓
令
及
び
同
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
規
則
を

含
む
。
）に
違
反
す
る
行
為
に
関
し
て
行
わ
れ
る
も
の
に
限
る
。
）を

国
家
公
務
員
倫
理
審
査
会
に
委
任
す
る
。  

 

（刑
事
裁
判
と
の
関
係
）  

第
八
十
五
条  

懲
戒
に
付
せ
ら
る
べ
き
事
件
が
、
刑
事
裁
判
所
に
係
属

す
る
間
に
お
い
て
も
、
人
事
院
又
は
人
事
院
の
承
認
を
経
て
任
命
権

者
は
、
同
一
事
件
に
つ
い
て
、
適
宜
に
、
懲
戒
手
続
を
進
め
る
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の
法
律
に
よ
る
懲
戒
処
分
は
、
当
該
職
員
が
、
同
一
又
は

関
連
の
事
件
に
関
し
、
重
ね
て
刑
事
上
の
訴
追
を
受
け
る
こ
と
を
妨

げ
な
い
。  

 

（服
務
の
根
本
基
準
）  

第
九
十
六
条  

す
べ
て
職
員
は
、
国
民
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て
、
公
共
の

利
益
の
た
め
に
勤
務
し
、
且
つ
、
職
務
の
遂
行
に
当
つ
て
は
、
全
力
を

挙
げ
て
こ
れ
に
専
念
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

２  

前
項
に
規
定
す
る
根
本
基
準
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
こ

の
法
律
又
は
国
家
公
務
員
倫
理
法 

に
定
め
る
も
の
を
除
い
て
は
、
人

事
院
規
則
で
こ
れ
を
定
め
る
。  

 

（服
務
の
宣
誓
）  

第
九
十
七
条  

職
員
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
服
務
の
宣

誓
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

 

（法
令
及
び
上
司
の
命
令
に
従
う
義
務
並
び
に
争
議
行
為
等
の
禁
止
）  

第
九
十
八
条  

職
員
は
、
そ
の
職
務
を
遂
行
す
る
に
つ
い
て
、
法
令
に
従

い
、
且
つ
、
上
司
の
職
務
上
の
命
令
に
忠
実
に
従
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

２  

職
員
は
、
政
府
が
代
表
す
る
使
用
者
と
し
て
の
公
衆
に
対
し
て
同

盟
罷
業
、
怠
業
そ
の
他
の
争
議
行
為
を
な
し
、
又
は
政
府
の
活
動
能

率
を
低
下
さ
せ
る
怠
業
的
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。
又
、
何
人
も
、

こ
の
よ
う
な
違
法
な
行
為
を
企
て
、
又
は
そ
の
遂
行
を
共
謀
し
、
そ

そ
の
か
し
、
若
し
く
は
あ
お
つ
て
は
な
ら
な
い
。 

３  

職
員
で
同
盟
罷
業
そ
の
他
前
項
の
規
定
に
違
反
す
る
行
為
を
し
た

者
は
、
そ
の
行
為
の
開
始
と
と
も
に
、
国
に
対
し
、
法
令
に
基
い
て
保

有
す
る
任
命
又
は
雇
用
上
の
権
利
を
も
つ
て
、
対
抗
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
。  

 

（信
用
失
墜
行
為
の
禁
止
）  

第
九
十
九
条  

職
員
は
、
そ
の
官
職
の
信
用
を
傷
つ
け
、
又
は
官
職
全
体

の
不
名
誉
と
な
る
よ
う
な
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。  
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（秘
密
を
守
る
義
務
）  

第
百
条  

職
員
は
、
職
務
上
知
る
こ
と
の
で
き
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は

な
ら
な
い
。
そ
の
職
を
退
い
た
後
と
い
え
ど
も
同
様
と
す
る
。  

２  

法
令
に
よ
る
証
人
、
鑑
定
人
等
と
な
り
、
職
務
上
の
秘
密
に
属
す

る
事
項
を
発
表
す
る
に
は
、
所
轄
庁
の
長
（退
職
者
に
つ
い
て
は
、
そ

の
退
職
し
た
官
職
又
は
こ
れ
に
相
当
す
る
官
職
の
所
轄
庁
の
長
）の

許
可
を
要
す
る
。 

３  

前
項
の
許
可
は
、
法
律
又
は
政
令
の
定
め
る
条
件
及
び
手
続
に
係

る
場
合
を
除
い
て
は
、
こ
れ
を
拒
む
こ
と
が
で
き
な
い
。 

４  

前
三
項
の
規
定
は
、
人
事
院
で
扱
わ
れ
る
調
査
又
は
審
理
の
際
人

事
院
か
ら
求
め
ら
れ
る
情
報
に
関
し
て
は
、
こ
れ
を
適
用
し
な
い
。

何
人
も
、
人
事
院
の
権
限
に
よ
つ
て
行
わ
れ
る
調
査
又
は
審
理
に
際

し
て
、
秘
密
の
又
は
公
表
を
制
限
さ
れ
た
情
報
を
陳
述
し
又
は
証
言

す
る
こ
と
を
人
事
院
か
ら
求
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
何
人
か
ら
も
許

可
を
受
け
る
必
要
が
な
い
。
人
事
院
が
正
式
に
要
求
し
た
情
報
に
つ
い

て
、
人
事
院
に
対
し
て
、
陳
述
及
び
証
言
を
行
わ
な
か
つ
た
者
は
、
こ

の
法
律
の
罰
則
の
適
用
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５  

前
項
の
規
定
は
、
第
十
八
条
の
四
の
規
定
に
よ
り
権
限
の
委
任
を

受
け
た
再
就
職
等
監
視
委
員
会
が
行
う
調
査
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
中
「人
事
院
」と
あ
る
の
は
「再
就
職
等
監
視

委
員
会
」と
、
「調
査
又
は
審
理
」と
あ
る
の
は
「調
査
」と
読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。 

 

（職
務
に
専
念
す
る
義
務
）  

第
百
一
条  

職
員
は
、
法
律
又
は
命
令
の
定
め
る
場
合
を
除
い
て
は
、

そ
の
勤
務
時
間
及
び
職
務
上
の
注
意
力
の
す
べ
て
を
そ
の
職
責
遂
行

の
た
め
に
用
い
、
政
府
が
な
す
べ
き
責
を
有
す
る
職
務
に
の
み
従
事

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
職
員
は
、
法
律
又
は
命
令
の
定
め
る
場
合

を
除
い
て
は
、
官
職
を
兼
ね
て
は
な
ら
な
い
。
職
員
は
、
官
職
を
兼
ね

る
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
れ
に
対
し
て
給
与
を
受
け
て
は
な
ら
な
い
。 

２  

前
項
の
規
定
は
、
地
震
、
火
災
、
水
害
そ
の
他
重
大
な
災
害
に
際
し
、

当
該
官
庁
が
職
員
を
本
職
以
外
の
業
務
に
従
事
さ
せ
る
こ
と
を
妨
げ

な
い
。  

 

（政
治
的
行
為
の
制
限
）  

第
百
二
条  

職
員
は
、
政
党
又
は
政
治
的
目
的
の
た
め
に
、
寄
附
金
そ

の
他
の
利
益
を
求
め
、
若
し
く
は
受
領
し
、
又
は
何
ら
の
方
法
を
以
て

す
る
を
問
わ
ず
、
こ
れ
ら
の
行
為
に
関
与
し
、
あ
る
い
は
選
挙
権
の

行
使
を
除
く
外
、
人
事
院
規
則
で
定
め
る
政
治
的
行
為
を
し
て
は
な

ら
な
い
。 

２  

職
員
は
、
公
選
に
よ
る
公
職
の
候
補
者
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

３  

職
員
は
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
的
団
体
の
役
員
、
政
治
的
顧
問
、
そ

の
他
こ
れ
ら
と
同
様
な
役
割
を
も
つ
構
成
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
な

い
。  

 

（私
企
業
か
ら
の
隔
離
）  

第
百
三
条  

職
員
は
、
商
業
、
工
業
又
は
金
融
業
そ
の
他
営
利
を
目
的

と
す
る
私
企
業
（以
下
営
利
企
業
と
い
う
。
）を
営
む
こ
と
を
目
的
と

す
る
会
社
そ
の
他
の
団
体
の
役
員
、
顧
問
若
し
く
は
評
議
員
の
職
を

兼
ね
、
又
は
自
ら
営
利
企
業
を
営
ん
で
は
な
ら
な
い
。 

２  
前
項
の
規
定
は
、
人
事
院
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
所
轄
庁

の
長
の
申
出
に
よ
り
人
事
院
の
承
認
を
得
た
場
合
に
は
、
こ
れ
を
適

用
し
な
い
。 

３  

営
利
企
業
に
つ
い
て
、
株
式
所
有
の
関
係
そ
の
他
の
関
係
に
よ
り
、

当
該
企
業
の
経
営
に
参
加
し
得
る
地
位
に
あ
る
職
員
に
対
し
、
人
事

院
は
、
人
事
院
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
株
式
所
有
の
関
係
そ

の
他
の
関
係
に
つ
い
て
報
告
を
徴
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４  

人
事
院
は
、
人
事
院
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
前
項
の
報
告

に
基
き
、
企
業
に
対
す
る
関
係
の
全
部
又
は
一
部
の
存
続
が
、
そ
の
職

員
の
職
務
遂
行
上
適
当
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
旨
を
当
該

職
員
に
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

５  

前
項
の
通
知
を
受
け
た
職
員
は
、
そ
の
通
知
の
内
容
に
つ
い
て
不
服

が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
通
知
を
受
領
し
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て

六
十
日
以
内
に
、
人
事
院
に
行
政
不
服
審
査
法 

に
よ
る
異
議
申
立
て

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

６  

第
九
十
条
第
三
項
並
び
に
第
九
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規

定
は
前
項
の
異
議
申
立
て
の
あ
つ
た
場
合
に
つ
い
て
、
第
九
十
二
条
の

二
の
規
定
は
第
四
項
の
通
知
の
取
消
し
の
訴
え
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ

準
用
す
る
。 

７  

第
五
項
の
異
議
申
立
て
を
し
な
か
つ
た
職
員
及
び
人
事
院
が
異
議

申
立
て
に
つ
い
て
調
査
し
た
結
果
、
通
知
の
内
容
が
正
当
で
あ
る
と
決

定
せ
ら
れ
た
職
員
は
、
人
事
院
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
人

事
院
規
則
の
定
め
る
期
間
内
に
、
そ
の
企
業
に
対
す
る
関
係
の
全
部

若
し
く
は
一
部
を
絶
つ
か
、
又
は
そ
の
官
職
を
退
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

 

（他
の
事
業
又
は
事
務
の
関
与
制
限
）  

第
百
四
条  

職
員
が
報
酬
を
得
て
、
営
利
企
業
以
外
の
事
業
の
団
体
の

役
員
、
顧
問
若
し
く
は
評
議
員
の
職
を
兼
ね
、
そ
の
他
い
か
な
る
事

業
に
従
事
し
、
若
し
く
は
事
務
を
行
う
に
も
、
内
閣
総
理
大
臣
及
び

そ
の
職
員
の
所
轄
庁
の
長
の
許
可
を
要
す
る
。  

 

（職
員
の
職
務
の
範
囲
）  

第
百
五
条  

職
員
は
、
職
員
と
し
て
は
、
法
律
、
命
令
、
規
則
又
は
指
令

に
よ
る
職
務
を
担
当
す
る
以
外
の
義
務
を
負
わ
な
い
。  

 

（勤
務
条
件
）  

第
百
六
条  

職
員
の
勤
務
条
件
そ
の
他
職
員
の
服
務
に
関
し
必
要
な
事

項
は
、
人
事
院
規
則
で
こ
れ
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２  

前
項
の
人
事
院
規
則
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
の
趣
旨
に
沿
う
も
の

で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  
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◆
懲
戒
処
分
の
指
針
に
つ
い
て
（平
成
十
二
年
三

月
三
十
一
日
職
職
六
十
八
号
） 

 

人
事
院
で
は
、
こ
の
度
、
懲
戒
処
分
が
よ
り
一
層
厳
正
に
行
わ
れ

る
よ
う
、
任
命
権
者
が
懲
戒
処
分
に
付
す
べ
き
と
判
断
し
た
事
案

に
つ
い
て
、
処
分
量
定
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て
の
参
考
に
供
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
、
別
紙
の
と
お
り
懲
戒
処
分
の
指
針
を
作
成

し
ま
し
た
。 

職
員
の
不
祥
事
に
対
し
て
は
、
か
ね
て
厳
正
な
対
応
を
求
め
て

き
た
と
こ
ろ
で
す
が
、
各
省
庁
に
お
か
れ
て
は
、
本
指
針
を
踏
ま

え
て
、
更
に
服
務
義
務
違
反
に
対
す
る
厳
正
な
対
処
を
お
願
い
い

た
し
ま
す
。 

特
に
、
組
織
的
に
行
わ
れ
て
い
る
と
見
ら
れ
る
不
祥
事
に
対
し

て
は
、
管
理
監
督
者
の
責
任
を
厳
正
に
問
う
必
要
が
あ
る
こ
と
、

ま
た
、
職
務
を
怠
っ
た
場
合
（国
家
公
務
員
法
第
八
十
二
条
第
一
項

第
二
号
）も
懲
戒
処
分
の
対
象
と
な
る
こ
と
に
つ
い
て
、
留
意
さ
れ

る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

以
上 

別
紙 懲

戒
処
分
の
指
針 

第
一 

基
本
事
項 

本
指
針
は
、
代
表
的
な
事
例
を
選
び
、
そ
れ
ぞ
れ
に
お
け
る
標

準
的
な
懲
戒
処
分
の
種
類
を
掲
げ
た
も
の
で
あ
る
。 

具
体
的
な
処
分
量
定
の
決
定
に
当
た
っ
て
は
、 

① 

非
違
行
為
の
動
機
、
態
様
及
び
結
果
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で

あ
っ
た
か 

② 

故
意
又
は
過
失
の
度
合
い
は
ど
の
程
度
で
あ
っ
た
か 

③ 

非
違
行
為
を
行
っ
た
職
員
の
職
責
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ

っ
た
か
、
そ
の
職
責
は
非
違
行
為
と
の
関
係
で
ど
の
よ
う
に
評
価

す
べ
き
か 

④ 

他
の
職
員
及
び
社
会
に
与
え
る
影
響
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で

あ
る
か 

⑤ 

過
去
に
非
違
行
為
を
行
っ
て
い
る
か 

等
の
ほ
か
、
適
宜
、
日
頃
の
勤
務
態
度
や
非
違
行
為
後
の
対
応
等

も
含
め
総
合
的
に
考
慮
の
上
判
断
す
る
も
の
と
す
る
。 

個
別
の
事
案
の
内
容
に
よ
っ
て
は
、
標
準
例
に
掲
げ
る
処
分
の

種
類
以
外
と
す
る
こ
と
も
あ
り
得
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
例
え
ば
、

標
準
例
に
掲
げ
る
処
分
の
種
類
よ
り
重
い
も
の
と
す
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
場
合
と
し
て
、 

 
 

 
 

① 

非
違
行
為
の
動
機
若
し
く
は
態
様
が
極
め
て
悪
質
で
あ
る

と
き
又
は
非
違
行
為
の
結
果
が
極
め
て
重
大
で
あ
る
と
き 

 
 

 
 

② 

非
違
行
為
を
行
っ
た
職
員
が
管
理
又
は
監
督
の
地
位
に
あ

る
な
ど
そ
の
職
責
が
特
に
高
い
と
き 

 
 

 
 

③ 

非
違
行
為
の
公
務
内
外
に
及
ぼ
す
影
響
が
特
に
大
き
い
と

き 

 
 

 
 

④ 

過
去
に
類
似
の
非
違
行
為
を
行
っ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
懲

戒
処
分
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
と
き 

 
 

 
 

⑤ 

処
分
の
対
象
と
な
り
得
る
複
数
の
異
な
る
非
違
行
為
を
行

っ
て
い
た
と
き 

 
 

 
 

が
あ
る
。
ま
た
、
例
え
ば
、
標
準
例
に
掲
げ
る
処
分
の
種
類
よ
り

軽
い
も
の
と
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
場
合
と
し
て
、 

 
 

 
 

① 

職
員
が
自
ら
の
非
違
行
為
が
発
覚
す
る
前
に
自
主
的
に
申

し
出
た
と
き 

 
 

 
 

② 

非
違
行
為
を
行
う
に
至
っ
た
経
緯
そ
の
他
の
情
状
に
特
に
酌

量
す
べ
き
も
の
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き 

な
お
、
標
準
例
に
掲
げ
ら
れ
て
い
な
い
非
違
行
為
に
つ
い
て
も
、

懲
戒
処
分
の
対
象
と
な
り
得
る
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
ら
に
つ
い

て
は
標
準
例
に
掲
げ
る
取
扱
い
を
参
考
と
し
つ
つ
判
断
す
る
。 

 

第
二 

標
準
例 

１ 

一
般
服
務
関
係 

⑴ 

欠
勤 

ア 

正
当
な
理
由
な
く
十
日
以
内
の
間
勤
務
を
欠
い
た
職

員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

イ 

正
当
な
理
由
な
く
十
一
日
以
上
二
十
日
以
内
の
間
勤

務
を
欠
い
た
職
員
は
、
停
職
又
は
減
給
と
す
る
。 

ウ 

正
当
な
理
由
な
く
二
十
一
日
以
上
の
間
勤
務
を
欠
い

た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
と
す
る
。 

⑵ 

遅
刻
・早
退 

勤
務
時
間
の
始
め
又
は
終
わ
り
に
繰
り
返
し
勤
務
を
欠

い
た
職
員
は
、
戒
告
と
す
る
。 

⑶ 

休
暇
の
虚
偽
申
請 

病
気
休
暇
又
は
特
別
休
暇
に
つ
い
て
虚
偽
の
申
請
を
し

た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑷ 

勤
務
態
度
不
良 

勤
務
時
間
中
に
職
場
を
離
脱
し
て
職
務
を
怠
り
、
公
務

の
運
営
に
支
障
を
生
じ
さ
せ
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告

と
す
る
。 

⑸ 

職
場
内
秩
序
を
乱
す
行
為 

ア 

他
の
職
員
に
対
す
る
暴
行
に
よ
り
職
場
の
秩
序
を
乱

し
た
職
員
は
、
停
職
又
は
減
給
と
す
る
。 

イ 

他
の
職
員
に
対
す
る
暴
言
に
よ
り
職
場
の
秩
序
を
乱

し
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑹ 

虚
偽
報
告 

事
実
を
ね
つ
造
し
て
虚
偽
の
報
告
を
行
っ
た
職
員
は
、
減

給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑺ 

違
法
な
職
員
団
体
活
動 

ア 

国
家
公
務
員
法
第
九
十
八
条
第
二
項
前
段
の
規
定
に

違
反
し
て
同
盟
罷
業
、
怠
業
そ
の
他
の
争
議
行
為
を
な

し
、
又
は
政
府
の
活
動
能
率
を
低
下
さ
せ
る
怠
業
的
行

為
を
し
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

イ 

国
家
公
務
員
法
第
九
十
八
条
第
二
項
後
段
の
規
定
に

違
反
し
て
同
項
前
段
に
規
定
す
る
違
法
な
行
為
を
企
て
、

又
は
そ
の
遂
行
を
共
謀
し
、
そ
そ
の
か
し
、
若
し
く
は
あ

お
っ
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
と
す
る
。 
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⑻ 

秘
密
漏
え
い 

職
務
上
知
る
こ
と
の
で
き
た
秘
密
を
漏
ら
し
、
公
務
の
運

営
に
重
大
な
支
障
を
生
じ
さ
せ
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停

職
と
す
る
。 

 
 

 
 

 
 

⑼ 

政
治
的
目
的
を
有
す
る
文
書
の
配
布 

政
治
的
目
的
を
有
す
る
文
書
を
配
布
し
た
職
員
は
、
戒

告
と
す
る
。 

⑽ 

兼
業
の
承
認
等
を
得
る
手
続
の
け
怠 

営
利
企
業
の
役
員
等
の
職
を
兼
ね
、
若
し
く
は
自
ら
営

利
企
業
を
営
む
こ
と
の
承
認
を
得
る
手
続
又
は
報
酬
を
得

て
、
営
利
企
業
以
外
の
事
業
の
団
体
の
役
員
等
を
兼
ね
、
そ

の
他
事
業
若
し
く
は
事
務
に
従
事
す
る
こ
と
の
許
可
を
得

る
手
続
を
怠
り
、
こ
れ
ら
の
兼
業
を
行
っ
た
職
員
は
、
減

給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑾ 

入
札
談
合
等
に
関
与
す
る
行
為 

国
が
入
札
等
に
よ
り
行
う
契
約
の
締
結
に
関
し
、
そ
の

職
務
に
反
し
、
事
業
者
そ
の
他
の
者
に
談
合
を
唆
す
こ
と
、

事
業
者
そ
の
他
の
者
に
予
定
価
格
等
の
入
札
等
に
関
す
る

秘
密
を
教
示
す
る
こ
と
又
は
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
、
当

該
入
札
等
の
公
正
を
害
す
べ
き
行
為
を
行
っ
た
職
員
は
、

免
職
又
は
停
職
と
す
る
。 

⑿ 

個
人
の
秘
密
情
報
の
目
的
外
収
集 

そ
の
職
権
を
濫
用
し
て
、
専
ら
そ
の
職
務
の
用
以
外
の

用
に
供
す
る
目
的
で
個
人
の
秘
密
に
属
す
る
事
項
が
記
録

さ
れ
た
文
書
等
を
収
集
し
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と

す
る
。 

⒀ 

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
（他
の
者
を
不
快
に
さ
せ

る
職
場
に
お
け
る
性
的
な
言
動
及
び
他
の
職
員
を
不
快
に

さ
せ
る
職
場
外
に
お
け
る
性
的
な
言
動
） 

ア 

暴
行
若
し
く
は
脅
迫
を
用
い
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
し
、

又
は
職
場
に
お
け
る
上
司
・部
下
等
の
関
係
に
基
づ
く

影
響
力
を
用
い
る
こ
と
に
よ
り
強
い
て
性
的
関
係
を
結

び
若
し
く
は
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
し
た
職
員
は
、
免
職

又
は
停
職
と
す
る
。 

イ 

相
手
の
意
に
反
す
る
こ
と
を
認
識
の
上
で
、
わ
い
せ
つ

な
言
辞
、
性
的
な
内
容
の
電
話
、
性
的
な
内
容
の
手
紙
・

電
子
メ
ー
ル
の
送
付
、
身
体
的
接
触
、
つ
き
ま
と
い
等
の

性
的
な
言
動
（以
下
「わ
い
せ
つ
な
言
辞
等
の
性
的
な
言

動
」と
い
う
。
）を
繰
り
返
し
た
職
員
は
、
停
職
又
は
減

給
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
わ
い
せ
つ
な
言
辞
等
の

性
的
な
言
動
を
執
拗
に
繰
り
返
し
た
こ
と
に
よ
り
相
手

が
強
度
の
心
的
ス
ト
レ
ス
の
重
積
に
よ
る
精
神
疾
患
に

罹
患
し
た
と
き
は
、
当
該
職
員
は
免
職
又
は
停
職
と
す

る
。 

ウ 

相
手
の
意
に
反
す
る
こ
と
を
認
識
の
上
で
、
わ
い
せ
つ

な
言
辞
等
の
性
的
な
言
動
を
行
っ
た
職
員
は
、
減
給
又

は
戒
告
と
す
る
。 

 （注
）処
分
を
行
う
に
際
し
て
は
、
具
体
的
な
行
為
の
態
様
、

悪
質
性
等
も
情
状
と
し
て
考
慮
の
上
判
断
す
る
も
の

と
す
る
。 

 ２ 

公
金
官
物
取
扱
い
関
係 

⑴ 

横
領 

公
金
又
は
官
物
を
横
領
し
た
職
員
は
、
免
職
と
す
る
。 

⑵ 

窃
取 

公
金
又
は
官
物
を
窃
取
し
た
職
員
は
、
免
職
と
す
る
。 

⑶ 

詐
取 

人
を
欺
い
て
公
金
又
は
官
物
を
交
付
さ
せ
た
職
員
は
、
免

職
と
す
る
。 

⑷ 

紛
失 

公
金
又
は
官
物
を
紛
失
し
た
職
員
は
、
戒
告
と
す
る
。 

⑸ 

盗
難 

重
大
な
過
失
に
よ
り
公
金
又
は
官
物
の
盗
難
に
遭
っ
た

職
員
は
、
戒
告
と
す
る
。 

⑹ 

官
物
損
壊 

故
意
に
職
場
に
お
い
て
官
物
を
損
壊
し
た
職
員
は
、
減

給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑺ 

失
火 

過
失
に
よ
り
職
場
に
お
い
て
官
物
の
出
火
を
引
き
起
こ

し
た
職
員
は
、
戒
告
と
す
る
。 

⑻ 

諸
給
与
の
違
法
支
払
・不
適
正
受
給 

故
意
に
法
令
に
違
反
し
て
諸
給
与
を
不
正
に
支
給
し
た

職
員
及
び
故
意
に
届
出
を
怠
り
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
す

る
な
ど
し
て
諸
給
与
を
不
正
に
受
給
し
た
職
員
は
、
減
給

又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑼ 

公
金
官
物
処
理
不
適
正 

自
己
保
管
中
の
公
金
の
流
用
等
公
金
又
は
官
物
の
不
適

正
な
処
理
を
し
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑽ 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
不
適
正
使
用 

職
場
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
そ
の
職
務
に
関
連
し
な
い
不
適

正
な
目
的
で
使
用
し
、
公
務
の
運
営
に
支
障
を
生
じ
さ
せ

た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

 

３ 

公
務
外
非
行
関
係 

⑴ 

放
火 

放
火
を
し
た
職
員
は
、
免
職
と
す
る
。 

⑵ 

殺
人 

人
を
殺
し
た
職
員
は
、
免
職
と
す
る
。 

⑶ 

傷
害 

人
の
身
体
を
傷
害
し
た
職
員
は
、
停
職
又
は
減
給
と
す

る
。 

⑷ 

暴
行
・け
ん
か 

暴
行
を
加
え
、
又
は
け
ん
か
を
し
た
職
員
が
人
を
傷
害

す
る
に
至
ら
な
か
っ
た
と
き
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す

る
。 
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⑸ 

器
物
損
壊 

故
意
に
他
人
の
物
を
損
壊
し
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒

告
と
す
る
。 

⑹ 
横
領 

自
己
の
占
有
す
る
他
人
の
物
（公
金
及
び
官
物
を
除
く
。
）

を
横
領
し
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
と
す
る
。 

⑺ 

窃
盗
・強
盗 

ア 

他
人
の
財
物
を
窃
取
し
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職

と
す
る
。 

イ 

暴
行
又
は
脅
迫
を
用
い
て
他
人
の
財
物
を
強
取
し
た

職
員
は
、
免
職
と
す
る
。 

⑻ 

詐
欺
・恐
喝 

人
を
欺
い
て
財
物
を
交
付
さ
せ
、
又
は
人
を
恐
喝
し
て
財

物
を
交
付
さ
せ
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
と
す
る
。 

⑼ 

賭
博 

ア 

賭
博
を
し
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

イ 

常
習
と
し
て
賭
博
を
し
た
職
員
は
、
停
職
と
す
る
。 

⑽ 

麻
薬
・覚
せ
い
剤
等
の
所
持
又
は
使
用 

麻
薬
・覚
せ
い
剤
等
を
所
持
又
は
使
用
し
た
職
員
は
、
免
職

と
す
る
。 

⑾ 

酩
酊
に
よ
る
粗
野
な
言
動
等 

酩
酊
し
て
、
公
共
の
場
所
や
乗
物
に
お
い
て
、
公
衆
に
迷

惑
を
か
け
る
よ
う
な
著
し
く
粗
野
又
は
乱
暴
な
言
動
を
し

た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑿ 

淫
行 

十
八
歳
未
満
の
者
に
対
し
て
、
金
品
そ
の
他
財
産
上
の
利

益
を
対
償
と
し
て
供
与
し
、
又
は
供
与
す
る
こ
と
を
約
束

し
て
淫
行
を
し
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
と
す
る
。 

⒀ 

痴
漢
行
為 

公
共
の
乗
物
等
に
お
い
て
痴
漢
行
為
を
し
た
職
員
は
、

停
職
又
は
減
給
と
す
る
。 

 

４ 

飲
酒
運
転
・交
通
事
故
・交
通
法
規
違
反
関
係 

⑴ 

飲
酒
運
転 

ア 

酒
酔
い
運
転
を
し
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
と
す

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
人
を
死
亡
さ
せ
、
又
は
人
に
傷

害
を
負
わ
せ
た
職
員
は
、
免
職
と
す
る
。 

イ 

酒
気
帯
び
運
転
を
し
た
職
員
は
、
免
職
、
停
職
又
は
減

給
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
人
を
死
亡
さ
せ
、
又
は

人
に
傷
害
を
負
わ
せ
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職
（事
故

後
の
救
護
を
怠
る
等
の
措
置
義
務
違
反
を
し
た
職
員
は
、

免
職
）と
す
る
。 

ウ 

飲
酒
運
転
を
し
た
職
員
に
対
し
、
車
両
若
し
く
は
酒

類
を
提
供
し
、
若
し
く
は
飲
酒
を
す
す
め
た
職
員
又
は

職
員
の
飲
酒
を
知
り
な
が
ら
当
該
職
員
が
運
転
す
る
車

両
に
同
乗
し
た
職
員
は
、
飲
酒
運
転
を
し
た
職
員
の
処

分
量
定
、
当
該
飲
酒
運
転
へ
の
関
与
の
程
度
等
を
考
慮
し

て
、
免
職
、
停
職
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑵ 

飲
酒
運
転
以
外
で
の
交
通
事
故
（人
身
事
故
を
伴
う
も

の
） 

ア 

人
を
死
亡
さ
せ
、
又
は
重
篤
な
傷
害
を
負
わ
せ
た
職

員
は
、
免
職
、
停
職
又
は
減
給
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
措
置
義
務
違
反
を
し
た
職
員
は
、
免
職
又
は
停
職

と
す
る
。 

イ 

人
に
傷
害
を
負
わ
せ
た
職
員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
措
置
義
務
違
反
を
し
た
職

員
は
、
停
職
又
は
減
給
と
す
る
。 

⑶ 

飲
酒
運
転
以
外
の
交
通
法
規
違
反 

 
 

 

著
し
い
速
度
超
過
等
の
悪
質
な
交
通
法
規
違
反
を
し
た

職
員
は
、
停
職
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
物
の
損
壊
に
係
る
交
通
事
故
を
起
こ
し
て
措
置
義
務

違
反
を
し
た
職
員
は
、
停
職
又
は
減
給
と
す
る
。 

 

 (

注) 

処
分
を
行
う
に
際
し
て
は
、
過
失
の
程
度
や
事
故

後
の
対
応
等
も
情
状
と
し
て
考
慮
の
上
判
断
す
る

も
の
と
す
る
。 

 

５ 

監
督
責
任
関
係 

⑴ 

指
導
監
督
不
適
正 

部
下
職
員
が
懲
戒
処
分
を
受
け
る
等
し
た
場
合
で
、
管

理
監
督
者
と
し
て
の
指
導
監
督
に
適
正
を
欠
い
て
い
た
職

員
は
、
減
給
又
は
戒
告
と
す
る
。 

⑵ 

非
行
の
隠
ぺ
い
、
黙
認 

部
下
職
員
の
非
違
行
為
を
知
得
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

そ
の
事
実
を
隠
ぺ
い
し
、
又
は
黙
認
し
た
職
員
は
、
停
職
又

は
減
給
と
す
る
。 
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標準例一覧

事 由 免職 停職 減給 戒告
(1) 欠勤

● ― ●ア １０日以内
● ― ●イ １１日以上２０日以内

● ― ●ウ ２１日以上
●(2) 遅刻・早退

１
● ― ●(3) 休暇の虚偽申請

一 ● ― ●(4) 勤務態度不良
(5) 職場内秩序を乱す行為般

服 ● ― ●ア 暴行
務 ● ― ●イ 暴言
関 ● ― ●(6) 虚偽報告

(7) 違法な職員団体活動係
● ― ●ア 単純参加

● ― ●イ あおり・そそのかし
● ― ●(8) 秘密漏えい

●(9) 政治的目的を有する文書の配布
● ― ●(10)兼業の承認等を得る手続のけ怠

● ― ●(11)入札談合等に関与する行為
● ― ●(12)個人の秘密情報の目的外収集

(13)セクシュアル・ハラスメント
● ― ●ア 強制わいせつ、上司等の影響力利用による性的関係・わいせつな行為

● ― ●イ 意に反することを認識の上での性的な言動の繰り返し
● ― ●執拗な繰り返しにより強度の心的ストレスの重積による精神疾患に罹患

● ― ●ウ 意に反することを認識の上での性的な言動
●(1) 横領

２
●(2) 窃取

公 ●(3) 詐取
金 ●(4) 紛失
官 ●(5) 盗難
物 ● ― ●(6) 官物損壊
取 ●(7) 失火
扱 ● ― ●(8) 諸給与の違法支払・不適正受給
い ● ― ●(9) 公金官物処理不適正

● ― ●(10)コンピュータの不適正使用
●(1) 放火
●(2) 殺人

３ ● ― ●(3) 傷害
● ― ●(4) 暴行・けんか

公
● ― ●(5) 器物損壊

務
● ― ●(6) 横領

外
(7) 窃盗・強盗

非
● ― ●ア 窃盗

行
●イ 強盗

関
● ― ●(8) 詐欺・恐喝

係
(9) 賭博

● ― ●ア 賭博
●イ 常習賭博

●(10)麻薬・覚せい剤等の所持又は使用
● ― ●(11)酩酊による粗野な言動等

● ― ●(12)淫行
● ― ●(13)痴漢行為

(1) 飲酒運転４
● ― ●飲 ア 酒酔い
●酒 人身事故あり
● ― ● ― ●運 イ 酒気帯び
● ●転 人身事故あり
●・ 措置義務違反あり
● ● ● ●交 ウ 飲酒運転者への車両提供 飲酒運転車両への同乗行為等、

※飲酒運転をした職員の処分量定、飲酒運転への関与の程度等を考慮し決定通
(2) 飲酒運転以外での人身事故事

● ― ● ― ●故 ア 死亡又は重篤な傷害
● ― ●・ 措置義務違反あり

● ― ●交 イ 傷害
● ― ●通 措置義務違反あり

(3) 飲酒運転以外の交通法規違反法
● ― ● ― ●規 著しい速度超過等悪質な交通法規違反
● ― ●違 物損・措置義務違反あり

反
５ ● ― ●(1) 指導監督不適正
責監

● ― ●任督 (2) 非行の隠ぺい、黙認
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